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学校法人 宇都宮学園  令和３年度 事業報告書 
 
◯ 法人の概要 
 
  学校法人宇都宮学園は、現在、文星芸術大学、宇都宮文星短期大学、文星芸術大学附属高

等学校、宇都宮文星女子高等学校及び文星芸術大学附属中学校を設置している。 
  その揺籃は、明治４４年、学園の創立者 上野安紹が「私立宇都宮実用英語簿記学校」を

創立したことから始まり、同学校は大正４年に「私立宇都宮実業学校」と改称し、大正１１

年にはさらに「栃木県宇都宮実業学校」と改称し、その系統を受け継ぐ現・文星芸術大学附

属高等学校は、平成２３年に満１００周年を迎えた。 
  昭和４年に現・宇都宮文星女子高等学校の前身である「宇都宮女子実業学校」を創設し、

昭和１８年に栃木県宇都宮実業学校は財団法人に組織変更し、同じく宇都宮女子実業学校

も「財団法人宇都宮女子商業学校」に組織変更した。 
  戦後、上記の２校は、昭和２５年に学校法人宇都宮学園に組織変更し、校名を宇都宮学園

高等学校（男子部・女子部）とし、昭和２８年女子部を宇都宮女子商業高等学校と改称する。  
昭和６３年１２月に文部大臣の設置認可を受け、「宇都宮文星短期大学（文化学科・美術

学科）」を平成元年４月に開学。 
平成８年４月に宇都宮女子商業高等学校を「宇都宮文星女子高等学校」と校名変更する。 
平成１０年１２月に文部科学大臣の設置認可を受け、「文星芸術大学（美術学部）」を平成

１１年４月に開学。 
平成１５年４月に宇都宮学園高等学校を「文星芸術大学附属高等学校」と校名変更する。 
平成１６年１２月に栃木県知事の設置認可を受け、「文星芸術大学附属中学校」を平成１

７年４月に開学。 
平成１７年３月宇都宮育英高等学校（定時制）を廃止。 
平成１７年４月文星芸術大学大学院研究科美術専攻博士課程を開設。 
平成１９年３月宇都宮文星短期大学文化学科を廃止。 
令和３年２月宇都宮文星短期大学の学生募集停止の告知、令和３年４月の入学生を以っ

て募集停止。 
以上の変遷をたどって今日に至っている。 

 
 
◯ 設置する学校・学部・学科等 
 

設置する学校名 学部・学科等 開学年度 

文星芸術大学 
美術学部 平成１１年 
芸術研究科博士課程前期 平成１５年 
芸術研究科博士課程後期 平成１７年 

宇都宮文星短期大学 地域総合文化学科 平成元年 
文星芸術大学附属高等学校 全日制課程 普通科 昭和２８年 
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全日制課程 総合ビジネス科 

宇都宮文星女子高等学校 
全日制課程 普通科 

昭和２８年 
全日制課程 総合ビジネス科 

文星芸術大学附属中学校  平成１７年 
 
 
◯ 学生・生徒の在籍及び専任教職員の状況（法人全体） 
 
 １、各学校別 令和３年度入学者及び在籍者数（令和３年 5 月 1 日現在） 

学校名 入学者 在籍者合計 
文星芸術大学大学院（博士）前期 １３ １９ 
文星芸術大学大学院（博士）後期 ０ １ 
文星芸術大学 ８５ ３０５ 
宇都宮文星短期大学 ４２ ８１ 
文星芸術大学附属高等学校 ３５３ １，０６７ 
宇都宮文星女子高等学校 ２３４ ６９０ 
文星芸術大学附属中学校 １７ ７２ 

計 ７４４ ２，２３５ 
 
２、各学校教職員数 （令和３年 5 月 1 日現在） 

学校名 教員 事務職員 合計 
文星芸術大学  １９ １６ ３５ 
宇都宮文星短期大学 １２ １６ ２８ 
文星芸術大学附属高等学校 １１１ ２１ １３２ 
宇都宮文星女子高等学校 ８３ ２３ １０６ 
文星芸術大学附属中学校 ２４ １０ ３４ 

計 ２４９ ８６ ３３５ 
 
 
◯ 役員の概要 
 
理事定数７名  現員７名 ・監事定数 2 名  現員２名           令和４年３月３１日現在 

№ 区分・職名 氏名 常勤・非常勤の別 摘要 

1 
理事・理事長 上 野 憲 示 常勤 

就任 H10.3.23（重任 H30.7.29） 

理事長就任 H25.4.1（重任 H30.7.30） 

2 理事 上 野 敬 子 常勤 就任 H31.3.19 

3 理事 長 島 重 夫 常勤 就任 H29.10.24(重任 H30.7.29) 

4 理事 島 田 好 正 常勤 就任 R3.7.12 
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5 理事 千 葉 徹 弥 常勤 就任 H27.12.22(重任 H30.7.29) 

6 理事 恩 田 光 憲 非常勤 就任 H2.6.27(重任 H30.7.29) 

7 理事 土 屋 東 一 非常勤 就任 H22.7.29(重任 H30.7.29） 

1 監事 北 村 光 弘 非常勤 就任 H18.7.29（重任 H30.7.29） 

2 監事 藤 田    洋 非常勤 就任 H22.7.29（重任 H30.7.29） 

 
 
◯評議員の概要 
 
評議員定数１５名  現員１５名                               令和 4 年 3 月 31 日現在 

№ 区分・職名 氏名 常勤・非常勤の別 摘要 

1 評議員 上 野 憲 示 常勤 就任 S57.3.26（重任 R2.8.4） 

2 評議員 上 野 敬 子 常勤 就任 H15.5.26（重任 R2.8.4） 

3 評議員 長 島 重 夫 常勤 就任 H28.8.4（重任 R2.8.4） 

4 評議員 島 田 好 正 常勤 就任 H29.10.24（重任 R2.8.4） 

5 評議員 千 葉 徹 弥 常勤 就任 H27.12.22（重任 R2.8.4） 

6 評議員 田中 久美子 常勤 就任 H30.8.4（重任 R2.8.4） 

7 評議員 中 山 御 由 非常勤 就任 H18.3.23（重任 R2.8.4） 

8 評議員 井 上 静 男 非常勤 就任 H14.8.4（重任 R2.8.4） 

9 評議員 大 谷 和 江 非常勤 就任 H14.8.4（重任 R2.8.4） 

10 評議員 恩 田 光 憲 非常勤 就任 H16.12.21（重任 R2.8.4） 

11 評議員 安久都 和夫 非常勤 就任 H16.12.21（重任 R2.8.4） 

12 評議員 長谷川 暁子 非常勤 就任 H26.8.4（重任 R2.8.4） 

13 評議員 島 田 恭 子 非常勤 就任 R1.10.25（重任 R2.8.4） 

14 評議員 大 木 廣 巳 非常勤 就任 R1.10.25（重任 R2.8.4） 

15 評議員 檜 原 貞 亮 非常勤 就任 H30.8.4（重任 R2.8.4） 

 
 
◯事業の概要 
 
令和３年度事業の実績 
１、法人本部 

 
（１）学校法人宇都宮学園「中期計画（5 ヵ年）」 

「中期計画（5 ヵ年）」策定後 2 ヵ年を経過、令和４年度末（令和 5 年３月３１日）

をもって宇都宮文星短期大学閉学となり、令和５年度以降の計画変更となる。 
 

（２）学内内部監査の充実 
   各校会計の収支を各月毎に把握し、各会計の予算執行と各月の手持ち資金状況及び
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収支のバランスに配慮した。 
 
（３）寄附金募集活動について 

前年度に準じての寄附金募集活動の他、周年事業関連での特別寄附として、同窓会及

び PTA より寄附の実績があり、施設・設備への計上を行った。 
受配者指定寄付金及び特定公益増進法人関連の寄附金募集の実績は下図のとおり。

令和３年度 寄附金実積 特別寄附金 41，162，006 円 
内訳 文星芸術大学附属高校   38,332,406 円 

文星芸術大学附属中学校    129,600 円 
宇都宮文星女子高校     2,700,000 円 

一般寄附金    330,000 円 
内訳 文星芸術大学         280,000 円 

宇都宮文星短期大学       50,000 円 
寄附金受入実績表 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

受配者指定寄附金 1 件    500,000 円 1 件    500,000 円 1 件    500,000 円 

特定公益増進法人 4 件  51,740,000 円 1 件  1,000,000 円 69 件  1,880,000 円 

 

区分 平成 25 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

受配者指定寄附金 1 件     500,000 円 2 件   1,000,000 円 2 件  1,500,000 円 

特定公益増進法人 13 件  25,550,000 円 53 件  21,290,000 円  39 件  1,600,000 円 

 
区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和 1 年度 

受配者指定寄附金 1 件    500,000 円 2 件  2,000,000 円 0 円 

特定公益増進法人 33 件    450,000 円 28 件  351,000 円 4 件 16,278,928 円 

 
区分 令和 2 年度 令和 3 年度  

受配者指定寄附金 1 件    1,000,000 円 ―  

特定公益増進法人 29 件 12,411,571 円 18 件 330,000 円  

 
（４）管理経費の削減 

令和３年度の管理経費実績額は、法人全体において 500,138,268 円となった。対前年 
度比は 61％の増となった。 

増加の要因は、宇都宮文星短期大学第２キャンパスの校地の一部譲渡に係る校舎解

体費用及び土地譲渡関連費用の支出が主な要因となる。 
 
（５）第２キャンパス校舎解体及び校地譲渡 
   宇都宮文星短期大学  第２キャンパス校舎解体関係 
    〇解体物件 4 号館・3 号館 校舎解体 令和 3 年 9 月取壊登記 
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    〇譲渡用地 14,467.94 ㎡の内 9,381.42 ㎡を譲渡 令和 3 年 9 月所有権移転登記 
 
 
２、文星芸術大学 
 
（１）経常経費 
   〇人件費 

令和３年度の退職金を除く人件費実績額は 243,564,814 円で対前年度比 

0.45％増 
 

   〇教育研究経費・管理経費 
教育研究経費実績額 91,759,857 円・管理経費実績額 80,645,381 円 合計 

172,405,238 円 対前年度比 24.7％増 
          
（２）施設・設備等の改修実績等 
      ・緊急修繕                          2,824,942 円 
 
（３）設備等リース料・その他支出実績 
       ・学生送迎用バス運転業務等                    12,208,878 円 
    ・学内清掃委託                          5,563,388 円 
    ・サーバ保守料                          5,703,929 円 
       ・防災用品の備蓄                            未実施 
    ・サーバリース料                         9,949,356 円 
    ・PC リース料                         7,942,536 円 
        ・ポータルシステムリース料                  2,531,100 円 
    ・管理棟空調機更新リース料                  7,002,600 円 

・北校舎防水工事                       12,210,000 円 
                             計     63,111,787 円 

 
 
３、宇都宮文星短期大学 
 
（１）経常経費 

〇人件費  
      令和３年度の退職金を除く人件費実績額は 142,924,112円で対前年度比 0.12％

の減 
 
   〇教育研究経費・管理経費 

令和３年度教育研究経費実績額 42,605,565 円 管理経費実績額 319,416,810



 

6 
 

円 合計額は 362,022,375 円、対前年度比 78.6％増（第 2 ｷｬﾝﾊﾟｽ校地譲渡に伴う

校舎解体及び譲渡関連費用の為） 
         
（２）施設・設備等の改修実績等 
     改修の実績額                          1,783,503 円 
 
（３）設備等リース料・その他の実績額 
        ・防災用品備蓄                       未実施 
     ・学内清掃委託料                      3,798,483 円 
     ・学生送迎用バス運転業務等                2,986,852 円 
        ・サーバリース料                      6,467,376 円 
        ・サーバ保守料                        4,171,416 円 
        ・印刷機リース料                        832,032 円 
          ・PC リース料                       1,898,160 円 
                             計     20,154,319 円 
 
 
４、文星芸術大学附属高等学校 
 
（１）経常経費 

〇人件費  
      令和 3 年度の退職金を除く人件費実績額は 698,901,330 円で対前年度比

2.74％減 
 
      〇教育研究経費・管理経費 

令和３年度教育研究経費実績額 212,220,771 円 管理経費実績額 47,293,884
円 合計額は 259,514,655 円 対前年度比 3.98％増 

 
 （２）施設・設備等の実施状況 
        改修等 
        ・修繕費実績額 20,200,827 円（教研 18,838,499 円 管理 1,362,328 円） 
     ・PCB 処理関係  未実施 
 
 （３）施設設備・備品等の実績状況 
     建物 
     ・職員・来客用トイレ改修                 7,590,000 円 
     ・教室空調機器改修                    6,063,970 円 
     ・ｶｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ配置・配線工事                10,824,000 円 
                             計    24,477,970 円 
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         構築物 
     ・弓道場                         4,738,998 円 
     教育研究用機器備品 
     ・ICT 機器更新                      7,546,110 円 
     ・理科備品購入                        676,500 円 
          ・無線ﾈｯﾄﾜｰｸ構築                     8,773,545 円 
                              計   16,996,155 円 
         管理用機器備品 
     ・職員室ﾌﾟﾘﾝﾀｰ                       706,128 円 
     ・職員用ﾛｯｶｰ                       1,182,791 円 
                              計   1,888,919 円 
     図書                            739,789 円 
     車輌  バス                       29,384,480 円 
          ｿﾌﾄｳｪｱ   無線ﾈｯﾄﾜｰｸ構築                5,377,570 円 
 
 
５、文星芸術大学附属中学校 
 
（１）経常経費 

〇人件費  
     令和３年度の退職金を除く人件費実績額は 98,301,601円で対前年度比 0.54％減 
 
   〇教育研究経費・管理経費 

令和３年度教育研究経費実績額 16,962,777 円 管理経費実績額 4,881,164 円 
合計額は 21,843,941 円 対前年度比 5.43％減 

 
 
（２）施設・設備等の改修状況 
   改修等 
     修繕費実績額 教育研究経費修繕費実績額            174,638 円 
           管理経費修繕費実績額               11,682 円 
                               計   186,320 円 
（３）備品等の状況 
    図書購入                           487,825 円 
 
 
６、宇都宮文星女子高等学校 
 
（１）経常経費 
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〇人件費  
      令和３年度の退職金を除く人件費実績額は 498,518,071 円 前年度比 3.08％

減 
 
       〇教育研究経費・管理経費 

令和３年度教育研究経費実績額 120,057,019 円 管理経費実績額 39,957,450
円 合計額は 160,014,469 円 対前年度比 6.8％増 

 
 （２）校舎・その他の修繕実施状況 
         修繕費の状況     

教育研究経費修繕費 9,487,733 円 
管理経費修繕費  2,448,493 円 

施設設備関係の状況 
 施設関係  

建物     2 号館揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ改修            5,500,000 円 
         3 号館空調設備改修             5,280,000 円 
  構築物    顕彰碑                   113,000 円 
                                                   計   10,893,000 円 
 設備関係 
  教育研究用機器備品                   13,498,070 円 
    管理用機器備品                     5,162,355 円 
  図書                           696,033 円 
  車輌                           500,000 円 
                         計    19,856,458 円 

    
 
◯財務概要 
 
  財務の状況 
１、資金収支計算書（法人全体） 
 
収入の部                                                            単位：千円 

科目 令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
学生生徒納付金収入 1,582,227 1,526,162 1,490,069 
手数料収入 42,951 45,647 43,396 
寄附金収入 19,225 13,412 41,492 
補助金収入 820,876 818,849 806,877 
資産売却収入 0 0 309,249 
付随事業・収益事業収入 5,145 3,203 4,992 
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受取利息・配当金収入 7 7 14 
雑収入 150,819 229,735 86,231 
借入金等収入 400,000 400,000 500,000 
前受金収入 234,909 212,425 189,266 
その他の収入 2,168,482 2,502,442 3,278,448 
資金収入調整勘定 ▲382,292 ▲436,696 ▲295,041 
前年度繰越支払資金 996,782 945,299 792,019 
収入の部合計 6,039,131 6,260,485 7,247,012 

 
支出の部                                                           単位：千円 

科目 令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
人件費支出 1,906,151 1,937,574 1,759,745 
教育研究経費 448,388 475,918 483,606 
管理経費 221,139 194,774 500,138 
借入金等利息  3,355 3,977 4,445 
借入金等返済 350,000 400,000 450,000 
施設関係支出 29,790 180,944 47,619 
設備関係支出 59,763 75,495 90,699 
その他の支出 2,206,311 2,495,910 3,370,095 
資金支出調整勘定 ▲131,065 ▲296,126 ▲118,041 
次年度繰越支払資金 945,299 792,019 658,706 
支出の部合計 6,039,131 6,260,485 7,247,012 

 
 資金収支内訳表（令和 3 年度） 
収入の部                                                           単位：千円 

科目 法人本部 
文星 

芸術大学 

宇都宮文星 

短期大学 

文星芸術大学 

附属高等学校 

文星芸術大学 

附属中学校 

宇都宮文星 

女子高等学校 

学生生徒納付金収入 0 426,830 92,655 568,676 36,924 364,984 

手数料収入 0 6,722 256 21,595 1,464 13,360 

寄附金収入 0 280 50 38,332 130 2,700 

補助金収入 0 47,227 7,715 427,863 40,429 283,643 

資産売却収入 0 0 309,249 0 0 0 

付随事業・収益事業収入 0 2,663 2,329 0 0 0 

受取利息・配当金収入 0 10 0 2 0 2 

雑収入 3,113 17,254 1,.607 45,096 337 18,824 

借入金等収入 0 310,000 190,000 0 0 0 

     計 3,113 810,986 603,861 1,101,562 79,284 683,511 
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支出の部                                                           単位：千円 

科目 法人本部 
文星 

芸術大学 

宇都宮文星 

短期大学 

文星芸術大学 

附属高等学校 

文星芸術大学 

附属中学校 

宇都宮文星 

女子高等学校 

人件費支出 3,923 259,666 144,203 738,947 98,521 514,484 

教育研究経費 0 91,760 42,606 212,221 16,963 120,057 

管理経費 7,944 80,645 319,417 47,294 4,881 39,957 

借入金等利息 0 2,682 1,763 0 0 0 

借入金等返済 0 290,000 160,000 0 0 0 

施設関係支出 0 5,060 2,449 29,217 0 10,893 

設備関係支出 0 15,914 54 54,387 488 19,856 

     計 11,867 745,727 670,492 1,082,066 120,853 705,247 

 
 
２、事業活動収支計算書（法人全体）                                     
収入の部                                                             単位：千円 

教

育

活

動

収

支 

 

事

業

活

動

収

入 

科目 令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 
学生生徒等納付金        （ア） 1,582,227 1,526,162 1,490,069 
手数料 42,951 45,647 43.396 
寄附金                  （イ） 32,955 13,412 41,492 
経常費等補助金          （ウ） 820,876 818,849 792,992 
付随事業収入 5,145 3,203 4,992 
雑収入 150,819 14,229 30,037 
教育活動収入計          （エ） 2,634,973 2,421,502 2,402,978 

事

業

活

動

支

出 

人件費                  （オ） 1,903,326 1,724,267 1,701,120 
教育研究経費            （カ） 

       うち、減価償却 

674,186 
225,798 

710,219 
234,301 

730,070 
246,464 

管理経費                （キ） 

       うち、減価償却 

310,108 
88,402 

285,805 
91,031 

591,238 
91,183 

徴収不能額 1,385 290 727 
教育活動支出計         （ク） 2,889,005 2,720,581 3,023,155 

教育活動収支差額（エ－ク＝ケ） ▲254,032 ▲299,079 ▲620,177 
教 

育

活

動

外

収

支 

事業

活動

収入 

受取利息・配当金 7 7 14 
その他の教育活動外収入 0 0 0 
教育活動外収入計      （コ） 7 7 14 

事業

活動

支出 

借入金等利息 3,355 3,977 4,445 
その他の教育活動外支出 0 0 0 
教育活動外支出計      （サ） 3,355 3,977 4,445 

教育活動外収支差額（コ－サ＝シ） ▲3,348 ▲3,970 ▲4,431 
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経常収支差額 ▲257,380 ▲303,049 ▲624,608 

特

別

収

支 

事業

活動

収入 

資産売却差額 

  うち、有価証券売却差額 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

その他の特別収入 

  うち、施設設備寄附金 （ス） 

  うち、現物寄附金     （セ） 

  うち、施設設備補助金 （ソ） 

0 
0 
0 
0 

0 
0 
0 
0 

13,885 
0 
0 

13,885 
特別収入計             （タ） 0 0 13,885 

特

別

収

支 

事業

活動

支出 

資産処分差額 

  うち、有価証券処分差額 

  うち、有価証券評価差額 

555 
0 
0 

89,7850 
0 
0 

518,672 
0 
0 

その他の特別支出 0 0 0 
特別支出計            （チ） 555 ▲89,785 518,672 

特別収支差額（タ－チ＝ツ） ▲555 ▲89,785 ▲504,787 
基本金組入前当年度収支差額（ケ＋シ＋ツ）＝テ ▲257,935 ▲392,834 ▲1,129,395 
基本金組入額合計                 （ト） ▲100,442 ▲178,331 ▲160,218 
   （第 1 号基本金組入額） ▲100,442 ▲178,331 ▲160,218 
   （第 2 号基本金組入額） 0 0 0 
   （第 3 号基本金組入額） 0 0 0 
   （第 4 号基本金組入額） 0 0 0 
当年度収支差額（テ－ト＝ナ） ▲358,377 ▲571,165 ▲1,289,613 
前年度繰越収支差額 ▲7,181,790 ▲7,499,439 ▲7,981,848 
基本金取崩額 40,728 88,756 1,033,299 
翌年度繰越収支差額 ▲7,499,439 ▲7,981,848 ▲8,238,162 
  
事業活動収入計（エ＋コ＋タ＝ニ） 2,634,980 2,421,509 2,416,877 
事業活動支出計（ク＋サ＋チ＝ヌ） 2,892,915 2,814,343 3,546,272 

 
 
３、貸借対照表                                            

                            単位：千円 
年度 

科目 
令和 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

資   産   の   部 
固定資産(a) 14,557,154 14,398,476 13,371,227 
  有形固定資産 14,554,398 14,395,345 13,351,649 
    うち、土地 6,759,121 6,759,121 6,188,557 
    うち、建物 6,756,574 6,633,729 6,179,418 
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    うち、構築物 120,952 161,724 148,281 
    うち、教育研究用機器備品 27,603 139,763 105,116 
  特定資産(b) 0 0 0 
  その他の固定資産 2,756 3,131 19,578 
    うち、収益事業元入金 0 0 0 
    うち、有価証券（ｃ） 0 0 0 
流動資産（ｄ） 1,077,752 1,019,951 749,382 
  うち、現金預金（e） 945,299 792,019 658,706 
  うち、有価証券（ｆ） 0 0 0 
  その他 132,453 227,932 90,676 
資産の部合計（ｇ） 15,634,906 15,418,427 14,120,609 
負   債   の   部 

総負債（ｈ） 1,138,192 1,314,549 1,146,124 
  固定負債（ i ） 319,258 375,773 344,796 
    うち、長期借入金 0 0 0 
    うち、学校債 0 0 0 
    うち、退職給与引当金（ j ） 233,460 235,658 233,264 
  流動負債（ｋ） 825,515 938,776 801,328 
    うち、短期借入金 400,000 400,000 450,000 
    うち、前受金（l） 234,909 212,425 189,266 
純   資   産   の   部 

基本金（ｍ） 21,996,154 22,085,729 21,212,649 
  第 1 号基本金 21,792,153 21,881,729 21,008,649 
  第 2 号基本金（n） 0 0 0 
  第 3 号基本金（o） 0 0 0 
  第 4 号基本金 204,000 204,000 204,000 
繰越収支差額（ｐ） ▲7,499,440 ▲7,981,851 ▲8,238,164 
純資産の部合計   14,496,714 14,103,878 12,974,485 
負債の部及び純資産の部合計(h)+(m)+(p) 15,634,906 15,418,427 14,143,609 

 
減価償却額の累計額合計（ｑ） 7,360,007 7,678,893 7,795,064 
基本金未組入額（ｒ） 125,007 195,640 157,637 

 
 
<令和３年度 決算の概要（法人全体）> 

 
◯資金収支計算書について 
  資金収支計算書は、当該年度法人全体の教育活動等諸活動に対する収入及び支出の内容
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をすべて計上した計算書となっています。 
 
収入の部 
 
  学生生徒等納付金収入は 1,490,069 千円で対前年度 36,093 千円減少、手数料収入は

43,396千円対前年度 2,251千円の減少、寄附金収入 41,492千円対前年度 28,080千円増加、

補助金収入 806,877 千円対前年度 11,972 千円の減少、資産売却収入 309,249 千円、付随事

業・収益事業収入 4,992 千円対前年度 1,789 千円の増加、受取利息・配当金収入 14 千円対

前年度 7 千円の増加、雑収入 86,231 千円で対前年度 143,504 千円の減少、借入金等収入

500,000 千円で対前年度 100,000 千円の増加、前受金収入 189,266 千円で対前年度 23,159
千円の減少、その他の収入は 3,278,448 千円で対前年度 776,006 千円の増加、資金収入調

整勘定▲295,041 千円を計上し、前年度からの繰越金が 792,019 千円で収入の部合計

7,247,012 千円となり、対前年度の合計額に対し、983,527 千円増加した。 
 
支出の部 
  人件費は 1,759,745 千円で対前年度 177,829 千円の減少、教育研究経費は 483,606 千円

で対前年度 7,688 千円の減少、管理経費は 500,138 千円で対前年度 305,364 千円の増加、

借入金等利息支出は 4,445 千円で対前年度 468 千円の増加、借入金等返済支出 450,000 千

円で対前年度 50,000 千円の増加、施設関係に係る支出は 47,619 千円で対前年度 133,325
千円の減少、設備関係支出は 90,699 千円で対前年度 15,204 千円の増加、その他の支出が

3,371,902 千円、資金支出調整勘定▲119,848 千円を計上、次年度への繰越金が 658,706 千

円で支出の部合計が 7,247,012 千円となった。 
前年度から繰り越された現金預金等支払資金 792,019 千円は 133,313 千円減少し、次年

度へ繰り越す現金預金等支払資金は 658,706 千円となった。 
 
◯事業活動収支計算書について 
 
  収支の内容を教育活動収支・教育活動外収支・特別収支に区分して表記し、区分ごとに収

支差額を算出しています。 
 
教育活動収支 

     事業活動収入の部は、学生生徒等納付金・手数料・寄附金・経常費補助金・雑収入の 
  計で教育活動収入計は、2,402,978 千円で対前年度に比べ 18,524 千円減少。 

   事業活動支出の部は、人件費・教育研究経費（含む減価償却費）・管理経費（含む減 
 価償却費）・徴収不能額の計で、教育活動支出計は 3,023,155 千円で対前年度に比べ

302,574 千円増加し、教育活動収支差額は▲620,177 千円の支出超過となった。 
前年度の収支差額と比較し、支出超過の数値は▲321,098 千円増加している。 

  前年度に比べての支出超過の数値増加は、管理経費の増加が主なもので、その要因は 
 土地譲渡に係る建物解体費用及び土地譲渡関連費用支出によるものである。 
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教育活動外収支 

     事業活動収支の部は、受取利息・配当金で教育活動外収入計は 14 千円で対前年度と 
比べ７千円の増加。 

     事業活動支出の部は、借入金等利息で教育活動外支出計は 4,445 千円で対前年度に

比べ 468 千円の増加。 
     教育活動外収支差額は▲4,431 千円の支出超過となり、対前年度に比べ▲461 千円の

支出超過の増加。 
 
経常収支差額 

    教育活動収支差額と教育活動外収支差額の計は▲624,608 千円となり、前年度の収

支差額と比較し、支出超過の数値は▲321,559 千円増加している。 
 
特別収支 

      事業活動収入の部計は 13,885 千円。 
      事業活動支出の部は、資産処分差額 518,672 千円。 
      特別収支差額は▲504,787 千円の支出超過となった。対前年度に比べ▲415,002 千 
   円の支出超過額の増加。 

支出超過額増加の主な要因は、土地売却・建物処分差額が要因である。 
 
基本金組入前当年度収支差額   
   事業活動収入計から事業活動支出計を差引した計であり、▲1,129,395 千円で、対

前年度▲736,561 千円の増加となる。 
  
 基本金組入額合計  

▲160,218 千円 対前年度 18,113 千円の減少。 
 
当年度収支差額 
   基本金組入前当年度収支差額▲1,129,395 千円から基本金組入額▲160,218 千円を差 
し引き、当年度収支差額▲1,289,613 千円を算出。 

   対前年度と比較し、支出超過の数値は▲718,448 千円増加している。 
 
前年度繰越収支差額 
  前年度の繰越収支の支出超過額は▲7,981,848 千円 
 
基本金取崩額 

   令和 3 年度の基本金取崩額は 1,033,299 千円を計上、対前年度の取崩額に比べ 
944,543 千円の増加となった。 
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翌年度繰越収支差額 
   当年度収支差額▲1,289,613 千円、前年度繰越収支差額▲7,981,848 千円、基本金取 
 崩額 1,033,299 千円、翌年度への繰越収支差額が▲8,238,162 千円となった。 

 
◯貸借対照表について 
 
   貸借対照表は、毎会計年度末における財産の状況を表すもので、令和３年度末の資産 

の部は 14,120,609 千円で対前年度 1,297,818 千円の資産の減少、負債の部は 1,146,124
千円で対前年度 168,425 千円の減少、基本金の部は 21,212,649 千円で対前年度 873,080
千円の減少、繰越収支差額の部は▲8,238,165 千円、資産の部合計から負債の部合計を差

し引いた純資産の部合計は 12,974,485 千円となり、対前年度の純資産の額が 1,129,393
千円減少しました。 

 
 
４、財務比率（法人全体） 
 
分類 比率 算式 R 元年度 R2 年度 R3 年度 

事

業

活

動

収

支

計

算

書 

人件費比率 
人件費 

経常収入 

（オ） 

（エ＋コ） 
72.2％ 71.2％ 70.8％ 

教育研究費比率 
教育研究経費 

経常収入 

（カ） 

（エ＋コ） 
25.6％ 29.3％ 30.4％ 

管理経費比率 
管理経費 

経常収入 

（キ） 

（エ＋コ） 
11.8％ 11.8％ 24.6％ 

経常経費依存率 
事業活動支出 

学生生徒等納付金 

（ヌ） 

（ア） 
182.8％ 184.4％ 238.0％ 

学生生徒等納付金比率 
学生生徒等納付金 

経常収入 

（ア） 

（エ＋コ） 
60.0％ 63.0％ 62.0％ 

寄附金比率 
寄附金 

事業活動収入 

（イ＋ス＋ソ） 

（ニ） 
1.3％ 0.6％ 2.3％ 

補助金比率 
補助金 

事業活動収入 

（ウ＋ソ） 

（ニ） 
31.2％ 33.8％ 33.4％ 

基本金組入率 
基本金組入額 

事業活動収入 

（ト） 

（ニ） 
▲3.8％ ▲7.4％ ▲6.6% 

教育活動収支差額比率 
教育活動収支差額 

教育活動収入 

（ケ） 

（エ） 
▲9.6％ ▲12.4％ ▲25.8％ 

経常収支差額比率 
経常収支差額 

経常収入 

（ケ＋シ） 

（エ＋コ） 
▲9.8％ ▲12.5％ ▲26.0％ 
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５、貸借対照表関係比率（法人全体） 
 
分類 比率 算式 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

貸

借

対

照

表 

繰越収支差額構成比率 
繰越収支差額 

総負債＋純資産 

（ｐ） 

（ｈ＋ｍ＋ｐ） 
▲48.0％ ▲51.8％ ▲58.3％ 

基本金比率 
基本金 

基本金要組入額 

（ｍ） 

（ｍ＋ｒ） 
99.4％ 99.1％ 99.3％ 

固定比率 
固定資産 

純資産 

（a） 

（ｍ＋ｐ） 
100.4％ 102.1％ 103.0％ 

固定長期適合率 
固定資産 

純資産＋固定負債 

（a） 

（ｍ＋ｐ＋i） 
98.3％ 99.4％ 100.4％ 

流動比率 
流動資産 

流動負債 

（ｄ） 

（ｋ） 
130.6％ 108.7％ 93.3％ 

前受金保有率 
現金預金 

前受金 

（e） 

（ｌ） 
402.4％ 372.8％ 348.0％ 

総負債比率 
総負債 

総資産 

（ｈ） 

（ｇ） 
7.3％ 8.5％ 8.1％ 

負債率 
総負債－前受金 

総資産 

（ｈ－ｌ） 

（ｇ） 
5.8％ 7.1％ 6.8％ 

基本金実質組入率 
純資産 

要積立額 

（ｍ＋ｐ） 

    （ｍ＋ｒ） 
65.5％ 63.3％ 60.7％ 

積立率 
運用資産 

総資産 

（ｂ＋ｃ＋e＋ｆ） 

（ｊ＋ｎ＋o＋ｑ） 
12.4％ 10.0％ 8.2％ 

 
 
６、令和 3 年度 財産目録（令和 4 年 3 月 31 日現在） 
 
資産の部                                                             単位：千円 

種別 数量 金額 
固定資産 
土地 
建物 
構築物 
教育研究用機器備品 
管理用機器備品 
図書 
他資産 

流動資産 

 
161,190.24 ㎡ 
68,388.05 ㎡ 

106 箇所 
 
 

97,082 冊 
 
 

13,371,227 
6,188,557 
6,179,418 

148,281 
105,116 
27,385 

402,495 
319,975 
749,382 



 

17 
 

資産の部 14,120,609 
 
負債の部 

種別 数量 金額 
固定負債 
流動負債 

 342,989 
803,135 

負債の部合計 1,146,124 
 
純資産の部 
資産の部 14,120,609 
負債の部 1,146,124 
差引純資産 12,974,485 
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学校法人宇都宮学園寄附行為 
 

第一章 総 則 
 
（名称） 
第 １条 この法人は、学校法人宇都宮学園と称する。 
（事務所） 

第 ２条 この法人は、事務所を栃木県宇都宮市上戸祭４丁目８番１５号に置く。 
 

第二章 目的及び事業 
 

（目的） 

第 ３条 この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行い、有能な人材 
を育成することを目的とする。 

（設置する学校） 

第 ４条 この法人は、前条の目的を達成するために、次に掲げる学校を設置する。 

   １ 文星芸術大学         美術学部          美術学科 
         大学院          芸術研究科 

   ２ 宇都宮文星短期大学                    地域総合文化学科 
３ 文星芸術大学附属高等学校   全日制課程            普通科 

                    全日制課程        総合ビジネス科 
   ４ 宇都宮文星女子高等学校    全日制課程            普通科 

                    全日制課程       総合ビジネス科 
   ５ 文星芸術大学附属中学校 

 

 

第三章 資産及び会計 
 

（資産） 

第 ５条 この法人の資産は、財産目録記載のとおりとする。 
（資産の区分） 

第 ６条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、運用財産とする。 
２ 基本財産は、この法人の設置する学校に必要な施設及び設備又はこれらに要する資金 
 とし、財産目録中基本財産の部に記載する財産及び将来基本財産に編入された財産とす 
る。 

３ 運用財産は、この法人の設置する学校の経営に必要な財産とし、財産目録中運用財産 
 の部に記載する財産及び将来運用財産に編入された財産とする。 
４ 寄付金品については、寄付者の指定がある場合には、その指定に従って基本財産又は 
運用財産に編入する。 
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（資産の管理） 

第 ７条 この法人の資産は、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を得た方法 
によって理事長がこれを管理する。 

（基本財産の処分の制限） 

第 ８条 基本財産は、これを処分してはならない。ただし、この法人の事業の遂行上や 
むを得ない理由があるときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決を 
得て、その一部に限り処分することができる。 

（経費の支弁） 

第 ９条 この法人の設置する学校の経営に要する費用は，基本財産並びに運用財産中の 
不動産及び積立金から生ずる果実、授業料収入、入学金収入、検定料収入その他 
の運用財産をもって支弁する。 

（予算、事業計画及び事業に関する中期的な計画） 

第１０条 この法人の予算及び事業計画は、毎会計年度開始前に、理事長が編成し、理事 
会において出席した理事の３分の２以上の議決を得なければならない。 
これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。 

２ この法人の事業に関する中期的な計画は、５年以上１０年以内において理事会で定め 
る期間ごとに、理事長が編成し、理事会において出席した理事の３分の２以上の議決を 
得なければならない。これに重要な変更を加えようとするときも、同様とする。 

（決算及び事業の実績） 
第１１条 この法人の決算は、毎会計年度終了後２月以内に作成し、監事の意見を求める 

    ものとする。 
２ 理事長は、毎会計年度終了後２月以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、 

その意見を求めなければならない。 
（財産目録等の備付及び閲覧） 

第１２条 この法人は、毎会計年度終了後２月以内に財産目録、貸借対照表、収支計算書、 
事業報告書及び役員等名簿（理事、監事及評議員の氏名及び住所を記録した名簿 
をいう。）を作成しなければならない。 

２ この法人は、前項の書類、監査報告書、役員に対する報酬等の支給基準及び寄附行為 
を各事務所に備えて置き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これ

を閲覧に供しなければならない。 
３ 前項の規定にかかわらず、この法人は、役員等名簿について同項の請求があった場合 
には、役員等名簿に記載された事項中、個人の住所に係る記載の部分を除外して、同項 
の閲覧をさせることができる。 

（情報の公表） 
第１３条 この法人は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、遅滞なく、インターネット 

の利用により、当該各号に定める事項を公表しなければならない。 
１ 寄附行為若しくは寄附行為変更の認可を受けたとき、又は寄附行為変更の届 
  出をしたとき 寄附行為の内容 

    ２ 監査報告書を作成したとき 当該監査報告書の内容 
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    ３ 財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告書及び役員等名簿を作成した 
とき これらの書類内容 

    ４ 役員に対する報酬の支給の基準を定めたとき 当該報酬等の支給基準 
（役員等の報酬） 
第１４条 役員等に対して、別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等 

として支給することができる。 
（資産総額の変更登記） 

第１５条 この法人の資産総額の変更は、毎会計年度末の現在により、会計年度終了後３ 

    月以内に登記しなければならない。 
（会計年度） 

第１６条 この法人の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとす 

    る。 
（予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄） 

第１７条 予算をもって定めるものを除くほか、新たな義務の負担をし、又は権利の放棄 

    をしようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以上の議決がなけれ 

    ばならない。借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除 

    く）についても、同様とする。 
 

（会  計） 

第１８条 この法人の会計は、学校法人会計基準により行う。 

 

                第四章 役  員 
 

（役員） 

第１９条 この法人に、次の役員を置く。 
   １ 理事             ７人 
   ２ 監事             ２人 
２ 理事のうち１名を理事長とし、理事総数の過半数の議決により選任する。 
 理事長の職を解任するときも、同様とする。 
３ 理事（理事長を除く）のうち１名を副理事長とし、理事総数の過半数の議決により 

選任することができる。 
 副理事長の職を解任するときも、同様とする。 

（理事の選任） 
第２０条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 
   １ この法人の設置する学校の校長（学長を含む。以下同じ。）のうちから、理事 

会において選任した者                        １人 
   ２ 評議員のうちから、評議員会において選任した者           ２人 
   ３ 学識経験者又はこの法人に対する功労者のうちから、理事会において選任した 

者                                 ４人 
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２ 前項第１号及び第２号の理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失 
うものとする。 

（理事長及び副理事長の職務） 

第２１条  理事長は、法令及びこの寄附行為に規定する職務を行い、この法人内部の事務 
を総括し、この法人の業務について、この法人を代表する。 

２ 副理事長は、この法人の業務について、財務部門及び数学部門の両面から理事長を補 
佐することができる。 

（理事の代表権の制限） 

第２２条 理事長以外の理事は、この法人の業務について、この法人を代表しない。 
（理事長職務の代理等） 

第２３条 理事長に事故あるとき、又は理事長が欠けたときは、副理事長もしくは、あらか

じめ理事長を除く理事の中から互選によって選任された理事が代理人として、そ

の職務を代理し、又はその職務を行う。 
（監事の選任及び職務） 

第２４条 監事は、この法人の理事、職員（学長（校長）、教員その他の職員を含む。以 
下同じ。）、評議員又は役員の配偶者若しくは三親等以内の親族以外の者であっ 
て理事会において選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が 
選任する。 

２ 前項の選任に当たっては、監事の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止する 
ことができる者を選任するものとする。 

３ 監事は、次の各号に掲げる職務を行う。 
１ この法人の業務を監査すること。 
２ この法人の財産の状況を監査すること。 
３ この法人の理事の業務執行の状況を監査すること。 
４ この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、毎

会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２月以内に理事会及び評

議員会に提出すること。 
５ 第１号から第３号までの規定による監査の結果、この法人の業務若しくは財 

産又は理事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反 
する重大な事実があることを発見したときは、これを文部科学大臣に報告し、 
又は理事会及び評議員会に報告すること。 

６ 前号の報告をするために必要があるときは、理事長に対して理事会及び評議

員会の招集を請求すること。 
    ７ この法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理 

事会に出席して意見を述べること。 
４ 前項第６号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の 

日を理事会又は評議員会の日とする理事会は又は評議員会の招集の通知が発せられない 
場合には、その請求をした監事は、理事会又は評議員会を招集することができる。 

５ 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは寄附行為に違反す 
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る行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこの

法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめること

を請求することができる。 
（役員の任期） 

第２５条  役員（第１８条第１項第１号に掲げる理事を除く。以下この条において同じ。） 
の任期は、４年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とするこ

とができる。 
２ 役員は、再任されることができる。 
３ 役員は、任期満了の後でも、後任の役員が選任されるまでは、なお、その職務（理事長

にあっては、その職務を含む。）を行う。 
（役員の補充） 

第２６条  理事又は監事のうち、その定数の５分の１をこえるものが欠けたときは、１月 

    以内に補充しなければならない。 
（役員の解任） 

第２７条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、理事総数の４分の３以上出席 

    した理事会において、理事総数の４分の３以上の議決及び評議員会の議決により、 

    これを解任することができる。 
   １ 法令の規定又はこの寄附行為に著しく違反したとき。 
   ２ 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 
   ３ 職務上の義務に著しく違反したとき。 

   ４ 役員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 
２ 役員は次の事由によって退任する。 
   １ 任期の満了。 
   ２ 辞任。 
   ３ 死亡 
   ４ 私立学校法第３８条第８項第１号又は第２号に掲げる事由に該当するに至った 

とき。 
 

第五章  評議員 
 

（評議員） 

第２８条  この法人の評議員は、１５人とする 
（評議員の選任） 

第２９条 評議員は、次の各号に掲げる者とする。 
   １ この法人の職員で理事会において推薦された者のうちから、評議員会において 

     選任した者                            ６人 
   ２ この法人の設置する学校を卒業した者で年令２５年以上のもののうちから、理

事会において選任した者                      ３人 
   ３ 学識経験者又はこの法人に対する功労者のうちから、理事会において選任した 
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     者                                ６人 
２ 前項第１号に規定する評議員は、この法人の職員の地位を退いたときは評議員の職を 
失うものとする。 

（任  期） 

第３０条 評議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任 

    期間とすることができる。 
２ 評議員は、再任されることができる。 
（評議員の解任及び退任） 
第３１条 評議員が次の各号の１に該当するに至ったときは、評議員総数の３分の２以上 

の議決により、これを解任することができる。 
   １ 心身の故障のため職務の執行に堪えないとき。 
   ２ 評議員たるにふさわしくない重大な非行があったとき。 
２ 評議員は次の事由によって退任する。 
  １ 任期の満了。 
  ２ 辞任。 
  ３ 死亡 
 

第六章 会 議 
 

（会議の設置） 

第３２条  この法人に、理事会及び評議員会を置く。 
（理事会） 

第３３条 理事会は、理事をもって組織する。 
２ 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。 
３ 理事会は、理事長が招集する。 
４ 理事長は、理事総数の３分の２以上の理事から会議に付議すべき事項を示して理事 
 会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から７日以内に、これを招集しな 
ければならない。 

５ 理事会を招集するには、各理事に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議に付議 
すべき事項を書面により通知しなければならない。 

６ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要する場 
合はこの限りでない。 

７ 理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。 
８ 理事長が第４項の規定による招集をしない場合には、招集を請求した理事全員が連名 

で理事会を招集することができる。 
９ 第２４条第４項及び前項の規定に基づき理事会を招集した場合における理事会の議長 
 は、出席理事の互選によって定める。 
１０ 理事会はこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、理事総数の過半数の理 
  事が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。ただし、第１３項の規 
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定による除斥のため過半数に達しないときは、この限りでない。 
１１ 前項の場合において、理事会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意 
  思を表示した者は、出席者とみなす。 
１２ 理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出席 

した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
１３ 理事会の議事について、特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができ 

ない。 
（業務の決定の委任） 

第３４条 法令及びこの寄附行為の規定により評議員会に付議しなければならない事項そ 
の他この法人の業務に関する重要事項以外の決定であって、あらかじめ理事会に 
おいて定めたものについては、理事会において指名した理事に委任することがで 
きる。 
 

（議事録） 

第３５条 議長は、理事会の開催の場所及び日時並びに議決事項及びその他の事項につい 

    て、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のうちから互選された理事２人以上が署名押印し、 
常にこれを事務所に備えて置かなければならない。 

３ 利益相反取引に関する承認の決議については、理事それぞれの意思を議事録に記載し 
なければならない。 

（評議員会） 
第３６条  評議員会は、評議員をもって組織する。 
２ 評議員会は、理事長が招集する。 
３ 理事長は、評議員総数の３分の１以上の評議員から会議に付議すべき事項を示して 
 評議員会の招集を請求された場合には、その請求のあった日から２０日以内にこれを招 
集しなければならない。 

４ 評議員会を招集するには、各評議員に対して、会議開催の場所及び日時並びに会議に 
付議すべき事項を、書面により通知しなければならない。 

５ 前項の通知は、会議の７日前までに発しなければならない。ただし、緊急を要する場 
合は、この限りでない。 

６ 評議員会に議長を置き、議長は評議員のうちから評議員会において選任する。 
７ 評議員会は、評議員総数の過半数の出席がなければ，その会議を開き、議決をするこ 
とができない。ただし、第１１項の規定による除斥のため過半数に達しないときは、こ 
の限りでない。 

８ 前項の場合において、評議員会に付議される事項につき書面をもって、あらかじめ意 
思を表示した者は、出席者とみなす。 

９ 評議員会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定めがある場合を除くほか、出席 
した評議員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

１０ 議長は、評議員として議決に加わることができない。 
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１１ 評議員会の議事について特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることがで

きない。 
（議事録） 

第３７条  第３５条第１項及び第２項の規定は、評議員会の議事録について準用する。この

場合において、同条第２項中「理事のうちから互選された理事」とあるのは、「評議員のう

ちから互選された評議員」と読み替えるものとする。 
（諮問事項） 

第３８条 次の各号に掲げる事項については、理事長において、あらかじめ評議員会の意 

    見を聴かなければならない。 
   １ 予算及び事業計画 
   ２ 事業に関する中期的な計画 
   ３ 借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）及び基 

本財産の処分並びに運用財産中の不動産及び積立金の処分 
   ４ 役員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上 

の利益及び退職手当をいう。以下同じ。）の支給の基準 
   ５ 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄 
   ６ 寄附行為の変更 
   ７ 合併 
   ８ 目的たる事業の成功の不能による解散 
   ９ 寄附金品の募集に関する事項 
   10 その他この法人の業務に関する重要事項で理事会において必要と認めるもの 
（評議員会の意見具申等） 

第３９条  評議員会は、この法人の業務若しくは財産の状況又は役員の業務執行の状況に 

    ついて、役員に対し意見を述べ、若しくはその諮問に答え、又は役員から報告を徴

することができる。 
 

第七章  寄附行為の変更及び解散並びに合併 
 

（寄附行為の変更） 

第４０条 この寄附行為を変更しようとするときは、理事会において出席した理事の３分 
の２以上の議決を得て、文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

２ 私立学校法施行規則に定める届出事項については、前項の規定にかかわらず、理事会 
 において出席した理事の３分の２以上の議決を得て、文部科学大臣に届け出なければな 
 らない。 
（解  散） 
第４１条 この法人は、次の各号に掲げる事由によって解散する。 
   １ 理事会における理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会の議決 

２ この法人の目的たる事業の成功の不能となった場合で、理事会における出席 
 した理事の３分の２以上の議決 



 

26 
 

   ３ 合併 
   ４ 破産 
   ５ 文部科学大臣の解散命令 

２ 前項第１号に掲げる事由による解散にあっては文部科学大臣の認可を、同項第２号に 
掲げる事由による解散にあっては文部科学大臣の認定を受けなければならない 

（残余財産の帰属者） 

第４２条  この法人が解散した場合（合併又は破産によって解散した場合を除く。）にお 

    ける残余財産は、解散のときにおける理事会において出席した理事の３分の２以 
上の議決により選定した学校法人又は教育の事業を行う公益社団法人若しくは公 
益財団法人に帰属する。 

（合  併） 

第４３条 この法人が、合併しようとするときは、理事会において理事総数の３分の２以 

    上の議決を得て文部科学大臣の認可を受けなければならない。 

 

               第八章  補   則 
 

（公告の方法） 

第４４条 この法人の公告は、学校法人宇都宮学園の掲示場に掲示して行う。 
（書類及び帳簿の備付） 

第４５条 この法人は、第１２条第１項の書類のほか、次の各号に掲げる書類及び帳簿を、 
常に各事務所に備えて置かなければならない。 

   １ 役員及び評議員の履歴書 
   ２ 収入及び支出に関する帳簿及び証ひょう書類 
   ３ その他の必要な書類及び帳簿 
（施行細則） 

第４６条  この寄附行為の施行についての細則その他この法人及びこの法人の設置する学 
校の管理及び運営に関し必要な事項は理事会が定める。 

（責任の免除） 

第４７条 役員が任務を怠ったことによって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責 

任は、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなく、その原因や職務執行状況など 

の事情を勘案して特に必要と認める場合には、役員が賠償の責任を負う額から私立学 

校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定に基づく 

最低責任限度額を控除して得た額を限度として理事会の議決によって免除すること 

ができる。 

（責任限定契約） 

第４８条 理事（理事長、業務を執行したその他の理事又はこの法人の職員でないものに限る。）

又は監事（以下この条において「非業務執行理事等」という。）が任務を怠ったこと

によって生じた損害についてこの法人に対し賠償する責任は、当該非業務執行理事等

が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金１０万円以上であらかじ
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め定めた額と私立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律の規定に基づく最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨の契約を非

業務執行理事等と締結することができる。 

 

附   則 

１ この寄附行為は、昭和２５年 ９月２１日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 

  理事（理事長） 上 野 秀 文 

  理事      佐 藤 親 弘 

  理事      上 野 基 房 

  理事      矢 野 秀 男 

  理事      浅 山 健 一 

  監事      長 島 二三男 

  監事      刀 川 藤 三 

 

附  則 

１ この寄附行為は、昭和２８年１０月 ７日から施行する。 

附  則 

１ この寄附行為は、昭和３１年 ９月２１日から施行する。 

附  則 

１ この寄附行為は、昭和３６年 ６月１６日から施行する。 

附  則 

１ この寄附行為は、昭和６３年１２月２２日から施行する。 

附  則 

１ 平成７年８月９日文部大臣認可のこの寄附行為は、平成８年４月１日から施行する。 

附  則 

１ 平成１０年１２月２２日文部大臣認可のこの寄附行為は、平成１０年１２月２２日か 

  ら施行する。 

附  則 

１ 平成１２年１２月２１日文部大臣認可のこの寄附行為は、平成１３年４月１日から施

行する。 
附  則 
平成１４年４月１日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、平成１５年４月１日から施行す 
る。 
附  則 
平成１４年１１月１８日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、平成１５年４月１日から施 
行する。 
 
附  則 
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平成１４年１２月１９日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、平成１５年４月１日から施 
行する。 
附  則 
（施行期日） 
この寄附行為は、平成１６年４月１日から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
平成１７年２月２８日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、平成１７年４月１日から施

行する。 
附  則 
（施行期日） 
この寄附行為は、平成１７年１１月７日から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成１８年 ３月２７日）から施行する。 
附  則 

（施行期日） 
この寄附行為は、平成１９年４月１日から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２４年６月２５日）から施行する。 
附  則 
（施行期日） 
この寄附行為は、文部科学大臣の認可の日（平成２９年１０月１１日）から施行する。 
附  則 
令和２月１月３０日文部科学大臣認可のこの寄附行為は、令和２年４月１日から施行す

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

29 
 

学校法人宇都宮学園役員・評議員の報酬 
             及び費用弁償に関する規則 
 
（趣 旨） 
第１条 この規程は、学校法人宇都宮学園（以下「本学園」という。）寄附行為第１９条 

  に規程する役員及び同第２８条に規定する評議員に対する報酬と費用弁償の額並び 

  にその支給方法を定めるものとする。 
 
（報酬の額） 
第２条 役員に対する報酬の額は、出席１回につき、１０，０００円とする。ただし、本 

  学園に勤務する理事及び評議員には、支給しない。 

  ２ 本学園に勤務する常勤の教員及び職員で理事職にある者に対して、別表に定める

基準により、「役員報酬」を支給することができる。 

 
（報酬の支給方法） 
第３条 役員及び評議員に対する報酬は、会議出席の都度、源泉徴収の上現金で支給する。 

   なお、会議出席に要した交通費は、別表に定める基準により、報酬の支給と同時に 

 精算する。 

  ２ 前条第２項に定める役員報酬は、一般級職員に対する支給方法に準じて、支給する。 
 
（費用弁償の額） 
第４条 役員及び評議員がその職務を行なうための旅行に要する費用弁償の額は、本学園

   旅費規則による。 
 
（支給方法） 
第５条 役員及び評議員に対する費用弁償の支給方法は、本学園旅費支給規則で定める手 

続きによる。 
 
（規程の改廃） 
第６条 この規程の改廃は、理事会の議決を必要とする。 
 
    附  則 
 
  この規則は、平成６年４月１日から施行する。 
 

この規則は、平成１２年８月１日から施行する。 
 
  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
 
  この規程は、平成２３年１月１日から施行する。 
  
  この規程は、令和２年７月３１日から施行する。 
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別表 
規定第２条第２項で定める「本学園に勤務する常勤の教員及び職員で理事職にある者の

報酬」は次のとおり 
  理事長       月額 １００，０００円 
  副理事長      月額  ７０，０００円 
  常務理事      月額  ５０，０００円 
 
 規定３条で定める「交通費の額が」次のとおり 
 〇 電車・バス等交通機関利用 
                  実費支給 
 
 〇 自家用車利用 
    ・宇都宮市内の場合    １，０００円 
    ・宇都宮市外の場合    ３，０００円 
 
 〇 タクシー利用 
    ・宇都宮市内の場合    ２，０００円 
    ・宇都宮市外の場合       別途 
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